	宿泊業（簡易宿所など）


平成28年の春以降、客室稼働率を下げる事業者が目立ち始め、29年も訪日外国人客数は増加しているものの、ホテルの新規開業やゲストハウス、カプセルホテル、特区民泊などの参入が増えたことから、稼働率はやや弱含みで推移した。今後も価格競争が続けば、小規模企業や個人の営業廃止が現れる可能性もあり、違法民泊の問題と併せて先行きが懸念される。
業界の概要

ホテル、旅館、簡易宿所、下宿などの形態で営業される宿泊施設は、旅館業法によって規制される。ホテルは洋式の構造及び設備を主とする施設で、都市部に立地する多機能なシティホテル、宿泊機能に特化して客室の種類や付帯施設などのサービス機能を最小限にしたビジネスホテル、有名観光地や保養地などに立地し、レクリエーション施設を有することが多いリゾートホテルなどに分類される。旅館は、客室を有する和式の構造・設備を主とする施設で、簡易宿所は宿泊する場所を多数で共用する構造・設備を有する施設と規定される。
なお、これまでホテル、旅館の客室数はそれぞれ10室以上、５室以上と規定されていたが、平成29年12月に成立し、30年６月15日から施行される改正旅館業法において、ホテル・旅館営業の種別が統合されることに伴い、それぞれの最低客室数も撤廃される。
　大阪府内における28年度末の各施設数はホテル421、旅館739、簡易宿所388で、全国比はそれぞれ4.2％、1.9％、1.3％となっている（厚生労働省『衛生行政報告例』）（表１）。

民泊を巡るさまざまな動き
政府は、訪日外国人旅行者（インバウンド）の急増に伴う宿泊施設の不足に対する新たな受け皿として、国家戦略特別区域法に基づく旅館業法の特例（外国人滞在施設経営事業）を認めた。指定を受けた区域（関西は大阪府と大阪市）では、自治体の条例に則したいわゆる「特区民泊」の認定を28年度から開始した。
　従来の「民泊」は、農家が体験農業のために無償で宿を提供する体験型施設が中心だったが、近年はマンションの空室などを有償で提供する者も増えている。この中には、旅館業法や特区民泊いずれの営業形態にも属さない「違法民泊」と呼ばれるものも少なくない。宿泊施設の不足に伴う違法民泊の急増、空き家問題など、旅館業法の改正では対応が難しいことから、30年６月から住宅宿泊事業法（民泊新法）が施行されることとなった。
　なお、今回の調査では、ゲストハウス、カプセルホテル、ユースホステル、民宿などが該当する営業形態である、簡易宿所を中心にヒアリングを行った。

　異業種からの参入が激化
　簡易宿所の需要は、国内客・外国人客ともに、４～５年前から増加傾向にある。特に、インバウンドはホテルの客室稼働率の上昇や料金の高騰などから予約が取れず、簡易宿所を利用するケースもみられた。しかし、稼働率や料金のこうした勢いも27年頃をピークに鈍化し、29年は大阪市内でのホテルの新規開業が相次いだことや、ゲストハウス、ユースホステル、特区民泊などの参入による客室数の増加で、施設当たりの需要はやや減少している。
市内で３つのゲストハウスを運営する企業では、28年秋頃から予約件数が減少傾向にあり、うち１施設の29年10～12月期の売上高は15～20％減となった。かつては、タイ、マレーシア、シンガポールなどアジアからの客が多かったが、最近は欧米客が中心になっている。この背景には、価格帯が同程度もしくはより低い特区民泊などの新規参入に伴い、宿泊費をあまりかけたくないアジア方面の客がこうした施設をよく利用するようになったと考えられる。
客室稼働率は弱含み
上述した他の業態への顧客の流出が考えられる中で、10～12月期の客室稼働率は前年同期比で５～10ポイントの低下と、弱含みで推移している（表２）。あるゲストハウスでは、26年頃は常に90％台と満室状態が続いていたが、直近では前年同期比で20～30ポイントも低下している。一方で、和の趣向を取り入れた宿泊施設では、日本の文化を体験できるオプションサービスが外国人客に人気が高く、10～12月期の稼働率は80％前後を維持している。
　なお、世界でも民泊による影響がみられている。先行して民泊が普及するフランスのAirbnb（民泊仲介サイト）では、50万件近くの物件が掲載されており、26年の訪仏観光客数は20年に比べ６％増えたのに対して、ホテルの客室稼働率は２ポイント以上低下したという（29年12月16日付日本経済新聞）。　
客単価も値下げ圧力が高まる
稼働率の低下を受け、今までの水準をできるだけ維持しようと、客単価を下げる企業が少なくない。ただし、簡易宿所としての許可を取得する際には、少なからぬ初期投資費用を投入している。このため、ゲストハウス、カプセルホテル、特区民泊といった競合他社の台頭で値下げ圧力が高まる中、相場にある程度は追随しつつも、過度な値下げは利益を悪化させるため、対応に苦慮する声も聞かれた。
　他方で、宿泊自体を目的に訪れる顧客が多いホテルでは、客単価は大阪府のビジネスホテルの平均価格よりも高い水準で推移し、今春以降順調に上昇している例もある。

　曜日により人手が不足することも
ある簡易宿所では、金・土曜日はインバウンドの予約が集中し、日曜日は客が一斉にチェックアウトするため、平日の倍以上の作業負担が発生する。そこで、日曜日だけアルバイト人員を増やすなど、清掃体制を強化するという。別のゲストハウスでは、カフェでアルバイトをする気軽な感覚で、あるいは外国人と英語をしゃべりたいという動機で応募する若者が、最近増えているようである。ところが、ゲストハウスについて十分理解をせずに応募する者もいることから、人材確保の観点からも、最低１年間は働いてもらうことを採用の条件としている。
インバウンド需要を狙った設備投資は旺盛
日本橋のあるカプセルホテルは、電気街の一角にあった空きテナントビルを改装し、３～７階を宿泊施設に転用している。ホテルを新築する場合、数億円規模の建設費用がかかるが、中古ビルの改装では数千万円程度で済むという。また、カプセルホテルは内装などの仕様が簡素であり、宿泊施設から再び別の用途へ変更する際も簡単に行えるという。なお、低料金を強みとする同社の主な顧客ターゲットは、関空に発着するＬＣＣを利用する外国人旅行者である。

今後の見通し

　すでに述べたように、ホテルの新規開業やゲストハウス、カプセルホテル、特区民泊など、さまざまな規模や業態の参入が相次ぎ、客室数の供給が急増していることから、しばらくは稼働率や客単価の低下が続くとみられる。大手資本の場合は、こうした価格競争に耐えるだけの経営体力があると思われるが、小規模企業や個人では、経営難に陥って営業廃止に追い込まれるケースも現れるのではないか、との声もある。
一方、旅館業法・特区民泊いずれにも該当しない違法民泊による当業界への影響も無視できない。違法民泊を巡っては、安全・衛生等の基準を満たさない低品質のサービス、騒音、ゴミ出しといったトラブルの発生にとどまらず、東京・大阪・福岡などの都市部では違法民泊が薬物や窃盗、暴行などの犯罪の拠点に使われたケースもあった。このような実態を踏まえ、大阪府や市では違法民泊に対して、行政指導を行うなど取り締まりを強化しているが、無視できない件数の違法民泊を放置すれば、犯罪の温床になりかねないと、業界ではさらなる強化を求める声も高まっている。

　改正旅館業法では、都市部を中心に違法民泊が拡大している事態を考慮し、無許可営業者及び旅館業法の違反者に対する規制強化として、罰金の上限額の引き上げや、無許可営業者に対する立入検査の権限が付与された。また、30年６月に施行される民泊新法に先駆けて、民泊仲介ウェブサイトなどにおいても、自主的な規制が進むと考えられるが、行政としてもそうした事業者との連携を通じて、効果的な違法民泊の取り締まりを進めるべきだとの意見も聞かれる。
（山本　敏也）
※前回の調査時期は、平成28年10～12月期

表１　宿泊施設数及び客室数（大阪府）

[image: image1.emf]簡易宿所

施設数 客室数 施設数 客室数 施設数

平成24 

359 55,367 808 19,624 160

(前年度比)

0.8 1.2 -2.5 -1.3 0.0

25 

374 56,992 783 19,319 169

(前年度比)

4.2 2.9 -3.1 -1.6 5.6

26 

371 57,147 759 18,981 178

(前年度比)

-0.8 0.3 -3.1 -1.7 5.3

27 

387 59,284 750 18,610 220

(前年度比)

4.3 3.7 -1.2 -2.0 23.6

28 

421 62,306 739 18,563 388

(前年度比)

8.8 5.1 -1.5 -0.3 76.4

年 度

ホテル 旅館


資料：厚生労働省『衛生行政報告例』各年版。

表２　施設タイプ別客室稼働率の推移（大阪府）
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資料：観光庁『宿泊旅行統計調査』
業種別景気動向調査　平成29年（2017）年10～12月期
大阪産業経済リサーチセンター

